
【山梨県行政サービス等】

必要 不要

1 公営住宅への入居申込み
（世帯としての申込み）

○

申込みの資格や募集団地の詳細は、甲府市内の団地（貢川
団地除く）については「芙蓉建設株式会社 山梨県営住宅管理
センター」、それ以外の団地については「山梨県住宅供給公社
住宅管理課」へ直接お問い合わせください。

2 県立中央病院における対応 ○
面会、症状説明等の際に、県が関係性を証明する書類として
使用できます。

3 身体障害者等に対する自動車税の減
免

○

身体障害者等と住居及び生計を一にする方が運転する場合
に対象となります。生計が一であるかは、宣誓の有無に関わら
ず、市町村の発行する減免資格証明書の提出により判断しま
す。

4 生活保護制度の申請 ○

資産、能力その他あらゆるものを生活の維持に活用すること等
の要件を満たすことが必要です。
原則として、同一の住居に居住し、生計も同一の場合には、ひ
とつの世帯として認定し、生活保護を適用します。

5 住居確保給付金の申請 ○

収入や資産、求職活動等の支給要件を満たすことが必要で
す。原則として、同一の世帯に居住し、生計も同一の場合に
は、ひとつの世帯とします。
申請窓口は「山梨県くらしサポートセンター」となります。

6 ＤＶ相談窓口の利用 ○
生活の本拠を共にする同棲相手等から暴力を受けた場合に
相談できます。

7
不妊治療費（先進医療）助成事業
不妊検査費・不育症検査費助成事業
不育症治療費助成事業

○
生物学的に男女のカップルであること等の要件を満たすことが
必要です。

8 不育症検査費（先進医療）助成事業 ○
対象となる検査により要件が異なるため、お問い合わせくださ
い。

【民間サービス】

※このほか、山梨県職員の福利厚生制度等（職員宿舎、互助会事業、休暇、手当等）における活用に取り組んでいます。

No. ⾏政サービス等の内容
受領証の提⽰

備考

種類 サービス適用内容 事業者・団体

金融
住宅ローン（収入合算、連帯保証人）において配
偶者の定義にパートナーを含めること

山梨中央銀行、ＪＡバンク山梨、甲府信用金庫、
山梨県民信用金庫、山梨県民信用組合

生命保険 生命保険の受取人にパートナーを指定すること
第一生命、明治安田生命、ＳＢＩ生命、こくみん共
済、楽天生命、東京海上日動火災保険

損害保険
自動車保険や火災保険等において配偶者の定
義にパートナーを含めること

損害保険ジャパン、三井住友海上火災保険、
楽天損保

携帯電話 携帯料金の家族割引 ソフトバンク、ワイモバイル

クレジットカード 家族カードの申し込み 山梨中銀DCカード、オリコカード、楽天カード

映画館の夫婦割引 カップル割引、50歳ペア割引 シアターセントラル


